
気をつけたい役員の労災保険 

労災の原則は労働者が対象 

法人の役員であっても常勤で勤務する者

は健康保険や厚生年金保険の適用がありま

す。一方、労災や雇用保険は原則として対

象外です。労災保険でいえば「労働者の業

務上の負傷、疾病、障害、死亡等の業務災

害に関する保険給付」を行う事になってお

り事業主や他の役員、事業主と同居の親族

等は適用されません。労災保険に加入して

いないならば健康保険を使えるのでしょう

か。健康保険は「業務外に起因する傷病」

に対して療養の給付を行う制度ですから、

原則使用できません。業務上傷病であって

も事業主や役員は労災の適用はないので実

態に応じて対策をしておく事が必要です。 

取締役で労災対象者の場合 

 代表権や業務執行権を有する役員は労災

保険の対象者ではありません。業務執行権

とは株主総会、取締役会の決議を実行し、

日常的な取締役会の委任事項を決定、執行

する権限を言います。しかし法人の取締役

等であっても事実上、業務執行権を持つ者

に指揮監督を受けている者は原則労働者と

して扱います。また、取締役会規則により

業務執行権を有すると認められている者は

対象にはなりません。 

また、監査役や監事は法令上では使用人を

兼ねる事は無いのですが、事実上一般の労

働者と同様に賃金を得て労働している場合

は労働者として扱います。 

 これら兼務をしている取締役等は役員報

酬の部分は労災の対象でなく労働者部分の

賃金が対象となります。 

法人 5 人未満事業所の代表者等労災の扱い 

 特例として、傷病が発生した当時に被保

険者が 5 人未満の社会保険適用事業所の代

表者等で一般の従業員と著しく異ならない

労務に従事している様な場合は業務上の傷

病についても健康保険の給付対象とされて

います。平成 25 年 5 月からは休業中の傷病

手当金も給付される事になっています。 

 又、他に中小事業主等の労災特別加入を

していれば役員の労災適用を受ける事がで

きますが、その場合は 5 人未満事業所でも

労災保険から給付を受ける事になります。 
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役員等労災補

償は民間の傷

害保険に加入

するのも１つ

の方法です 


